
様式第１号

令和 年 月 日

渋川市長 髙 木 勉 様

住 所

申請者

氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市住宅用温暖化対策設備等導入補助金交付申請書兼実績報告書

渋川市住宅用温暖化対策設備等導入補助金について、関係書類を添えて下記の

とおり申請します。

記

１ 補助金の申請額

対象設備 申請額

定置用リチウムイオン蓄電池システム 円※
１

住宅用太陽光発電システム 円※
２

Ｖ ２ Ｈ 円※
３

ＥＶ又はＰＨＥＶ 円※
４

ペレットストーブ 円※
５

合 計 円

※１ 蓄電容量が４キロワットアワー未満のとき 30,000円、４キロワットアワー以上 50,000円。

※２ 一律 30,000円。

※３ 一律 50,000円。

※４ 一律 50,000円。

※５ 本体価格の２分の１（1,000円未満の端数切り捨て）、上限 50,000円。



２ 対象設備の概要

設置（保管）場所 渋川市 番地

導入日 令和 年 月 日

定置用リチウムイオン蓄電池

メーカー名

型 式 名

蓄 電 容 量 kWh

住宅用太陽光発電システム

① ②

メーカー名

型 式 名

太陽電池の公称最大出力の計

（Ａ） kW kW

パワーコンディショナ

メーカー名

型 式 名

定格出力（Ｂ） kW kW

（Ａ）と（Ｂ）の小さい方

（Ｃ） kW kW

（Ｃ）の合計 kW



Ｖ２Ｈ

メーカー名

型 式 名

ＥＶ又はＰＨＥＶ

メーカー名

車 種

型 式 名

ペレットストーブ

メーカー名

型 式 名

３ 添付書類

（１） 渋川市住宅用温暖化対策設備等導入補助金交付要領別表第３に掲げる

書類

４ 誓約事項

（１） 渋川市の住民基本台帳に記録されています（ＥＶ又はＰＨＥＶの申請

については１年以上）。

（２） 対象設備等を導入した住宅に居住しています。

（３） 対象設備等の導入に要する費用を負担しています。

（４） 電力会社と電力受給契約を締結しています（ペレットストーブの申請

を除く。）。

（５） 渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条第２

号に規定する暴力団員に該当していません。

（６） 渋川市税を滞納していません。

（７） 同一の住宅において、同様の補助対象設備等に係る補助金の交付を渋

川市から受けていません。

（８） 補助対象設備等を、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40
年大蔵省令第 15 号)に定める期間を経過する前に、移動、転売、譲渡、交
換、貸付け又は担保に供しません。



５ 補助対象経費の明細（対象設備等に関する契約書）

契 約 日 令和 年 月 日

補助対象項目 金額（税抜／円） 備考

①定置用リチウムイオン蓄電池

②住宅用太陽光発電システム

③Ｖ２Ｈ

④ＥＶ又はＰＨＥＶ

⑤ペレットストーブ

補助対象経費 小計（ａ） （①～⑤の
合計）

※１ ①～④の対象設備については、本体価格及び設置に係る費用の合計額を記
入してくだい。⑤ペレットストーブについては、本体価格のみを記入してく
ださい。

項目 メーカー名等 数量 金額（税抜／円） 備考

補助対象外経費 小計（ｂ）

※２ 契約書合計の経費のうち、対象経費以外のことについて記入してくださ
い。

項 目 金額（円） 備考

合 計 （ａ＋ｂ）

消費税

契約書合計

※

対

象

経

費

１

※

対

象

外

経

費

２

契

約

書

合

計



様式第３号

令和 年 月 日

渋川市長 髙 木 勉 様

住 所

申請者

氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市住宅用温暖化対策設備等導入補助金交付請求書

渋川市住宅用温暖化対策設備等導入補助金について、下記のとおり補助金の交

付を請求します。

記

１ 補助金請求額

請 求 金 額 円

２ 振 込 先

カナ

漢字

銀行・信用金庫

信用組合・農協 １ 普通№
その他（ ）

本 店 ・ 支 店 ２ 当座№
支所・出張所

その他（ ）

口
座
名
義

人

口

座

番

号


